
期間：R6.4.17～.5.8
対象：満18歳以上40歳未満の男女
発送：3,000人
回収： 769人（25.6％）

若者世代・子育て世代アンケート
調査結果に基づく分析
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アンケート回答者の傾向

2

○ アンケートの回答率は、全体で25.6％。女性が高く、年齢が上がるにつれ、回答率が高くなる

傾向にある。

○ 特に30代女性が高く、18～24歳の男性が低い。

○ 区別では、高田区、直江津、柿崎区が高く、特に、高田区女性、直江津区女性、大島区男性、

柿崎区女性が高い。

性別回答率

※発送数に対する回答率

回答数 発送数 回答率

男性 297 1,500 19.8%

女性 467 1,500 31.1%
無回答 5 0
全体 769 3,000 25.6%



回答から見える若者世代の実態

3

○ 若者世代は、Ｕターン層が約35％と最も多く、次いでずっと市内、Ｉターンが同割合で約3割。

○ 既婚と未婚の割合は共に約5割だが、令和元年度調査と比較すると、既婚の割合が約7％減、

未婚の割合が約8％増となっており、未婚の割合が増えている。

○ 世帯構成は、子供と同居の核家族が約35％と最も多い。

○ 結婚経験者の子どもの数は、2人が最も多い約39％。次いで1人が約27％。約8割が子どもを

産んでいる。

○ 就労の状況は、正規雇用者が約64％と最も多く、次いで非正規雇用者の約18％となる。

※結婚経験者＝既婚、過去結婚歴有り
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⑼ 就労の状況 構成比
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回答から見える若者世代の実態（年収）
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○ 男性の年収（学生を除く）は、18歳～20代前半で250万円～300万円前後、20代後半で350万円～

400万円前後、30代で400万円～550万円前後となっている。

○ 女性の年収（学生を除く）は、18歳～20代前半で150万円～200万円が最も多く、20代後半・30代

前半は多様な状況であり、30代後半は150万円が最も多いが、収入なしも多い状況である。

○ 令和元年度調査と比較し、男女共に、全体的に収入が増加傾向である。

（0～200万円未満：▲5.0％、200～400万円未満：▲1.4％、400万円以上：＋5.3％）

世代別の年収（男性） 世代別の年収割合（女性）

※学生を除いた回答率



「結婚」に関する回答（結婚していない人の結婚の意識）

5

令和元年度調査との比較

・すぐにでも ▲約1％

・2～3年以内 ▲約11％

・いずれは ＋約6％

・つもりはない ＋約6％

○ 現在結婚していない人のうち、結婚したいと答えている人は約77%で、令和元年度調査と比較して

約6％減少しており、特に「2～3年以内には結婚したい」人の割合は、全年代で減少している。

○ 年代別に見ると、24歳以下の「いずれは結婚したい」が約7％増加しており、18～19歳を調査対象

に追加したことが要因と推察する。

○ このほか、30代前半の「結婚するつもりはない」が約17％増加している。

※「結婚していた」と「結婚していない」の人数に対する回答率、無回答は除く。
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「結婚」に関する回答（年収と結婚・子どもの関係）
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○ 男性は、年収が多いほど結婚してる割合が高い。

○ 一方で女性は、収入なし～150万円未満の収入帯において結婚している人の割合が多く、その収入

帯では子どもがいる割合も多く、結婚や出産後に退職する人や、扶養の範囲内で働く人が一定数

いることが推察される。
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幼なじみ・隣人
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学校
地方自治体やNPOなどの団体の結婚支援事業

民間の結婚支援事業
お見合い

マッチングアプリ
親や親せきの紹介

習い事
趣味のサークル

インターネットの婚活サイト
合コンやパーティー
職場や仕事を通じて
職場の人の紹介

友人の紹介

合計 / 女性構成比

合計 / 男性構成比

「結婚」に関する回答（婚活の意識）

7

○ 出会いを求めるために過去に行ったこと、今後行いたいこと、いずれも、マッチングアプリの利用が令和元年度

調査と比較して約10％増加している。

○ 友人の紹介や合コン・パーティも依然として高い割合にはあるが、減少傾向にある。

問4 出会いを求めるために過去に行ったこと 問5 出会いを求めるために今後行いたいこと

問7 配偶者との出会いのきっかけ

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

無回答

その他

交際相手を求めていない

特に何もしなかった

地方自治体やNPOなどの団体の結婚支援事業を…

民間の結婚支援事業を利用する

お見合いをする

マッチングアプリを利用する

親や親せきに紹介を頼む

習い事に通う

趣味のサークルに入る

インターネットの婚活サイトを利用する

合コンやパーティーに行く

職場の人に紹介を頼む

友人に紹介を頼む

合計 / 女性回答率

合計 / 男性回答率
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無回答

その他

交際相手を求めていない

特に何もしない
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民間の結婚支援事業を利用する

お見合いをする

マッチングアプリを利用する

親や親せきに紹介を頼む

習い事に通う

趣味のサークルに入る

インターネットの婚活サイトを利用する

合コンやパーティーに行く

職場の人に紹介を頼む

友人に紹介を頼む

合計 / 女性回答率

合計 / 男性回答率

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

無回答

その他

特になし

企業のワーク・ライフ・バランスを促進する政策を充実させること

町内や職場など身近で結婚を仲介する人を増やす取組

結婚について考える講座・セミナー

身だしなみや異性との接し方に関する講座・セミナー

結婚に関する相談窓口

出会いの場づくり

合計 / 女性回答率

合計 / 男性回答率

問6 結婚したい人に対する支援について、どんな取組があったらよいと思うか。

※現在結婚していない人（364人）に対する回答率



「結婚」に関する回答（婚活の意識（性別・年代））
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○ 今後行いたいことは、男性は30代後半になるにつれて「マッチングアプリ」や「合コンやパーティに行く」の
割合が高まる一方で、「交際相手を求めていない」の割合も増加している。

○ 女性は、各年代で「特に何もしない」の割合が最も多く、次いで「友人に紹介を頼む」の割合が多い。また20代
後半では、「趣味のサークルに入る」の割合が多い

問5 出会いを求めるために今後行いたいこと（無回答、その他を除く）
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「出産・子育て」に関する回答（出産や子育てがしやすいと感じる割合）

9

○ 出産や子育てがしやすいと思う割合は、令和元年度調査と比較して約30％減少しており、全年代、

性別で「そう思う」「ある程度そう思う」が大きく減少している。

○ 出産や子育てに関して不安に思っていることや取組を強化してほしいこととして、経済的な内容が

最も多い。
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問10 現在の生活実態・生活実感として、出産や子育てがしやすいと思いますか。
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90%

100%

R1 R6 R1 R6

20代以下 30代

8.1 5.7
13.3

5.4

55.3

31.3

60.8

36.6

28.5

42.1

22.2

41.8

6.5
20.2

3.2
15.8

1.6 0.7 0.6 0.4

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R1 R6 R1 R6

そう思う ある程度そう思う あまり思わない そう思わない 無回答

男性 女性



「子育て」に関する回答（男性の出産・育児に関する休暇の取得状況）

10

○ 男性の育児休暇取得率は31.9％で、令和5年度の新潟県内の民間企業の取得割合33.7％を下回っている。

○ 取得期間について、実際の取得は「2週間未満」が半数以上と最も多かった一方で、取得を希望する期間は

「2週間～3か月未満」が半数以上あり、希望と実態とのギャップが確認できた。

無回答
2.3%

取った
31.9%

取らな

かった
64.1%

配偶者・パート

ナーはいな

かった
1.7%

問19 男性の育児休暇の取得率

6か月以上
12.6%

3月以上6か月未満
6.3%

1か月以上3か月未満
16.2%

2週間以上1か月未満
11.7%

2週間未

満
53.2%

問20 男性の育児休暇の取得期間

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

自宅での仕事（在宅勤務も含む）が多かったから

無回答

出産・育児に関する休暇制度は存在したが、対象外だっ…

その他

出産・育児に関する休暇制度があると知らなかったから

配偶者・パートナーからの要望がなかった、または反対さ…

出産・育児は女性の役割だと思っていたから

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に影響がありそうだ…

有給休暇など、別の休暇で対応できたから

上司・同僚の理解が得られなかったから

休む必要を感じなかったから（親や兄弟姉妹が付き添っ…

出産・育児に関する休暇制度がなかったから

休むことによる、減収が懸念されたから

業務が繁忙で休むことが難しかったから

問21 男性が育児休暇を取得しなかった理由（複数選択）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

合計

無回答

その他

配偶者・パートナーからの要望があれば

男性が家事・育児に参加する意義がわかれば

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に影響がなければ

法的強制力のある仕組みや制度があれば

業務が繁忙でなければ

上司・同僚の理解が得られれば

休むことによる減収等の心配がなければ

問22 どうすれば男性が育児休暇を取得できると思うか（複数選択）6か月以上
8.6%

3月以上6か月未

満
8.0%

1か月以上3か月

未満
28.4%

2週間以上1か月

未満
21.3%

2週間未満
11.8%

取りたい（取っても

らいたい）という意

向がなかった
16.1%

配偶者・パート

ナーはいなかった
1.4%

無回答
4.3%

問23 男性の育児休暇について、本当であれば、どのくら

いの期間、取得したかったか（してほしかったか）

※一番下のお子さんが生まれたときについての回答



「出産・子育て」に関する回答（子育て支援等施策の評価）

11

○ 子育て支援等施策は、全体的に概ね高い評価を受けていたが、子ども医療費助成と保育料軽減等

については、令和元年度調査から約1割減となっている。

○ 特に保育料の軽減等は、制度自体の認知度が低くなっている。

約8割が評価 約7割が評価
（令和元年度調査から1割減）

約6割が評価
（令和元年度調査から1割減）

約7割が評価

無回答
0.9%

よく知っている
21.2%

ある程度知っ

ている
22.1%あまり知

らない
16.1%

全く知らない
39.7%

問14① 妊産婦医療費無償化の認知度

無回答
1.7%

評価してい

る
62.8%

やや評価し

ている
19.8%

どちらともい

えない
13.4%

やや不満で

ある
0.8%

不満である
1.6%

問14② 妊産婦医療費無償化の評価

無回答
0.91%

よく知っている
31.99%

ある程度知っ

ている
26.66%

あまり知らない
12.74%

全く知らない
27.70%

問24① 子ども医療費助成の認知度

無回答
1.8%

評価している
42.8%

やや評価している
28.2%

どちらとも

いえない
16.8%

やや不満である
6.1%

不満である
4.3%

問24② 子ども医療費助成の評価

無回答
1.0%

よく知ってい

る
6.9%

ある程度

知ってい

る
22.8%

あまり知らな

い
26.7%

全く知らない
42.7%

問25① 保育料軽減等の認知度

無回答
1.4%

評価している
22.8%

やや評価して

いる
30.9%

どちらともいえ

ない
31.3%

やや不満である
8.7%

不満である
4.8%

問25② 保育料軽減等の評価

無回答
0.9%

よく知って

いる
27.2%

ある程度

知ってい

る
27.6%

あまり知ら

ない
19.5%

全く知らな

い
24.8%

問26① 放課後児童クラブの認知度

無回答
1.6%

評価している
41.5%

やや評価して

いる
30.4%

どちらともい

えない
23.4%

やや不満である
1.6%

不満である
1.6%

問26② 放課後児童クラブの評価



「出産・子育て」に関する回答（支援等施策の主な不満の声と総合的な評価）

12

○ 全体的に不満の件数は少ない（令和元年度調査と同程度）。

○ 不満の声のほとんどが、更なる支援拡大を求める声となっている。

○ 総合的には、約６割が市の子育て支援等施策に評価をしており、不満は極めて少ないことが分かった。

妊産婦医療費の無料化

不満の理由 件数

更なる支援拡大 5

過剰・税金の使途 3

制度の実施が遅い 2

その他 2

合計 12

子ども医療費助成

不満の理由 件数

更なる支援拡大 33

その他 2

合計 35

保育料の軽減

不満の理由 件数

保育料の高さ・所得別
保育料

17

更なる支援拡大 12

合計 24

放課後児童クラブの全校整備

不満の理由 件数

サービス 5

その他 4

料金の高さ・利用条件 3

合計 12

約6割が評価

無回答
1.8%

評価している
23.7%

やや評価している
38.0%

どちらともいえない
32.4%

やや不満である
3.0%

不満である
1.2%

問27 妊娠・出産・子育て支援の取組の総合評価（令和元年度調査から11件減）

（令和元年度調査から19件増）
（令和元年度調査と同数）

（令和元年度調査から8件減）

33件の内、半数近くの人が、支
援が手厚い他市の制度と比較
し、同様の内容への支援拡充を
求める声であった。



その他の結婚・出産・子育て関連の回答

13

問13 理想とする子どもをもつ上で問題になると感じている（いた）こと

0.0% 15.0% 30.0% 45.0% 60.0% 75.0% 90.0%

その他

配偶者・パートナーが望まない

特になし

配偶者・パートナーの子育て・家事への協力が得ら…

身体・健康上の理由

家が狭い

無回答

自分や夫婦の生活を大切にしたい

年齢を考慮すると身体的に困難

子どもがのびのびと育つ社会ではない

子育ての心理的・肉体的な負担に耐えられない

自分の仕事に差し支える

子育てや教育にお金がかかりすぎる

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

無回答

その他

妊娠・出産に関するセミナーや講座等の充実

特になし

妊娠・出産に関する情報発信の充実

不妊不育治療に関する取組の充実

ベビーシッターや家事代行サービスなどの取組の充実

妊娠・出産に関する医療サービスの向上

産前・産後休暇の充実

妊娠・出産に伴う費用の補助

問16 行政や民間団体等による妊娠・出産支援について、取組を強化してほしいこと

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

無回答

子どものほかに面倒をみなければならない人がいる

特に大変だと感じることはない

家事や子育てで家族の協力を得られない

条件に見合う保育園・幼稚園などがみつからない

職場の理解が得られない

子供と接する時間が少ない

急な残業に対応できない

病気等の時に面倒をみる人がいない

子どもにかかわる行事が多く、仕事を休まなければならない

睡眠時間が短くなり、身体的につらい

子どもの迎えの時刻に合わせて、仕事を切り上げなければならない

問18 仕事と子育てを両立する上で大変だと感じること

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

無回答
その他

特に不安に思うことはない
配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わ…
配偶者・パートナー以外で子育てを手伝ってくれる…

配偶者・パートナーの協力が少ない
自分の子育てについて、まわりの見る目が気になる

住宅が狭い
子どもを叱りすぎているような気がする
子供と接する時間を十分に取れない

子育ての方法がよくわからず、自信が持てない
仕事と子育ての両立が図れない

自分や夫婦の自由な時間が持てない
身体の疲れが大きい

精神的な疲れが大きい
子育てで出費がかさむ

問17 子育てをする上で、現在、特に不安に思っていることや悩んでいること

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

子育てに関するセミナーや講座等の充実

子育てに関する情報発信の充実

無回答

子育て相談窓口の充実

その他

特になし

こどもセンターの充実

保育園、幼稚園等の更なる確保

子育てひろばの充実

多子世帯へのサービスの充実

ひとり親世帯への支援の充実

放課後児童クラブ以外の平日夕方に小学生が…

休日に小学生が過ごせる施設の確保

育児休業や短時間勤務などの制度利用がキャ…

企業のワーク・ライフ・バランスを促進する政策…

病児・病後児保育の充実

3歳未満児の保育料の更なる軽減

小学校入学後の教育費の軽減

休日・夜間診療所の充実

子ども医療費助成の充実

問28 子育て環境の充実のために、今後さらに取組を強化してほしいこと

※本ページは全て複数選択



「しごと」に関する回答（就労の産業）

14

○ 男性の就業の産業は、「製造業」が最も多く、次いで「公務」と「建設業」が多い。

また、30代後半の「運送業・郵便業」も高く推移している。

○ 女性の就業の産業は、「医療・福祉」が最も多く、次いで「製造業」と「教育・学習支援業」が

多い。

問31 現在の就労の産業（男性） 問31 現在の就労の産業（女性）

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

無回答

その他のサービス業（他に分類され…

その他の職種

医療、福祉（介護サービス業をのぞく）

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

家事

介護サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

金融業、保険業

建設業

公務（他に分類されるものを除く）

宿泊業、飲食サービス業

情報通信業

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

農林漁業

無職

男性 - 35～39歳

男性 - 30～34歳

男性 - 25～29歳

男性 - 18～24歳

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

無回答

その他のサービス業（他に分類され…

その他の職種

医療、福祉（介護サービス業をのぞく）

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

家事

介護サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

金融業、保険業

建設業

公務（他に分類されるものを除く）

宿泊業、飲食サービス業

情報通信業

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

農林漁業

無職

女性 - 35～39歳

女性 - 30～34歳

女性 - 25～29歳

女性 - 18～24歳



-15.0% -10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

その他のサービス業（他に分類され…

その他の職種

医療、福祉（介護サービス業をのぞく）

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

家事

介護サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

金融業、保険業

建設業

公務（他に分類されるものを除く）

宿泊業、飲食サービス業

情報通信業

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

農林漁業

無職

現在の職種と希望職種の比較（女性）

35～39歳 30～34歳 25～29歳 18～24歳

-15.0% -10.0% -5.0% 0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

その他のサービス業（他に分類されない…

その他の職種

医療、福祉（介護サービス業をのぞく）

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

家事

介護サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

金融業、保険業

建設業

公務（他に分類されるものを除く）

宿泊業、飲食サービス業

情報通信業

生活関連サービス業、娯楽業

製造業

農林漁業

無職

現在の職種と希望職種の比較（男性）

35～39歳 30～34歳 25～29歳 18～24歳

「しごと」に関する回答（現在の職種と希望職種の比較）

15

○ 現在の就労に対して希望が多いのは、男性では「情報通信業」、「学術研究、専門・技術

サービス業」であり、20代後半では「公務」が最も多くなっている。

○ 女性では「学術研究、専門・技術サービス業」、「その他のサービス業」の希望が多く、

18歳～24歳では「医療・福祉」と「公務」が最も多くなっている。

現在に対して希望が多い→←現在に対して希望が少ない 現在に対して希望が多い→←現在に対して希望が少ない



「しごと」に関する回答（働く場、しごとの満足度について）

16

問34 現在の「しごと」について、全体的に見て満足しているか

満足している
21.7%

どちらかといえば満足している
58.1%

どちらかといえば

不満である
16.9%

不満である
3.3%

○ 「働く場が整っている」と思っている人が約66％、令和元年度調査と比較して約24％増加した。
男性で「働く場が整っている」と思っている人は約69％であり、約34％増加した。

○ 現在の「しごと」について、全体的に見て満足していると答えた人は約80％となっている。
令和元年度調査と比較して男性で約5％増加した。

そう思う

18.6%

ある程度

そう思う

47.9%

あまりそ

う思わな

い
26.5%

全く思わ

ない

6.5%

無回答

0.5%

問29 現在の生活実態・生活実感として、働く場が整っていると思うか

無回答
0.7%

家事
1.8%

家内労働
9.5%

自営業
4.3%

正規雇用者
70.7%

非正規雇用
11.2%

無職
1.8%

問30 最も希望する就労の形態



その他の「しごと」関連の回答

17

0.4%

0.7%

1.4%

1.7%

1.7%

1.7%

3.0%

3.0%

3.4%

3.9%

4.3%

5.9%

13.3%

15.9%

19.6%

27.8%

28.1%

30.3%

58.0%

61.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

ステータス

その他

会社の知名度

能力開発の機会

無回答

女性が活躍する職場かどうか

経営理念・社風

会社の規模

転勤の有無や頻度

職場の作業環境

昇進やキャリアの将来性

セクハラ・パワハラがない職場

勤務地・通勤の便

会社の将来性・安定性

福利厚生

職場の人間関係

仕事と家庭が両立できるか

仕事の内容

賃金

労働時間・休日・休暇

問32 「しごと」を選ぶ上で重視する条件（3つまで）

就けている
58.6%

就けていない
27.2%

まだ就職し

ていない
11.1%

就職する予定はない
1.0%

無回答
2.1%

問33 現在、最も希望する業種・職種に就けているか

2.1%

2.1%

3.1%

4.8%

5.7%

5.9%

11.2%

12.0%

20.8%

32.4%

労働相談窓口の設置

職業訓練の充実

その他

起業への支援

無回答

企業情報・求人情報の発信

特になし

資格取得の支援

働く場の確保

職場環境や労働条件の改善

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

問37 「しごと」に関して、行政や民間団体等にどんな取組をのぞみますか



その他の「しごと」関連の回答

18

問36 最も希望する業種・職種に就けていない理由

（複数選択）

1.0%

3.8%

13.4%

16.3%

26.8%

29.2%

34.9%

2.1%

9.0%

17.9%

15.8%

13.7%

25.6%

42.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

採用されなかった

家族や親族の都合

その他

上越市内で働きたいが、上越市内には希

望する業種・職種がない（なかった）

希望する職種の条件が悪い（悪かった）

希望する職種で働くための技術・資格・

知識等が足りない（足りなかった）

前回 今回

○ 最も希望する業種・職種に就けていない理由として「上越市内で働きたいが、上越市内には希望
する業種・職種がない（なかった）」の回答が前回比で13.1％増加した。

○ この回答者が希望する職種は、男性は「情報通信業」、女性は「学術研究、専門・技術サービス
業」が多い。

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

無回答

その他の職種

無職

家事

公務（他に分類されるものを除く）

その他のサービス業（他に分類さ…

介護サービス業

医療、福祉（介護サービス業をの…

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

卸売業、小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

製造業

建設業

農林漁業

合計

男性 女性

問36 「上越市内で働きたいが、上越市内には希望する業種・職種がない

（なかった）」の回答者における、問31希望職種の回答構成比



デジタル環境に関する回答（インターネットサービスの利用状況）
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○ SNSやメッセージサービス、情報検索は毎日利用している人が多く、地図・ナビゲーションや

ショッピングに ついてはときどき利用している人が多い。

○ 株取引・オンラインバンキングや公的サービスは利用者が少ない傾向にある。

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

ソ
ー
シ
ャ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス

（
S
N
S
）

メ
ッ
セ
ー
ジ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
（
L
I
N
E
等
）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
、
オ
ー
ク

シ
ョ
ン
・
フ
リ
マ

情
報
検
索
・
ニ
ュ
ー
ス

ソ
ー
シ
ャ
ル
ゲ
ー
ム
・
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム

音
楽
配
信

動
画
配
信

地
図
・
ナ
ビ
ゲ
ー
シ
ョ
ン

株
取
引
・
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ

チ
ケ
ッ
ト
予
約

健
康
管
理
・
運
動
記
録

Q
R
コ
ー
ド
決
済
、
支
払
い
・
決
済

予
定
管
理
・
カ
レ
ン
ダ
ー

フ
ァ
イ
ル
共
有
サ
ー
ビ
ス

公
的
サ
ー
ビ
ス
（
政
府
機
関
や
自
治
体
等
の

公
的
機
関
が
提
供
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
サ
ー
ビ

ス
）

問38 インターネットサービスの利用状況

ほとんど毎日利用 ときどき利用 利用していない 無回答



デジタル環境に関する回答（インターネットサービスの利用状況）
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○ デジタル化を望む分野としては、しごとの効率化や働き方の多様化に繋がる「雇用・労働」が
最も多く、次いで、普段の生活の利便性向上に繋がる「消費・生活」「医療・介護」「交通・
運輸」が多い。また、「行政サービス」 についても多い傾向にある。

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

その他

デジタル化の推進に反対である

金融分野

建設・土木分野

製造分野

観光分野

環境分野

教育分野

行政サービス分野

交通・運輸分野

医療・介護分野

消費・生活分野

雇用・労働分野

問39 上越市においてどのような分野でデジタル課がもっと進

んだ方がよいと思うか（複数選択）

今より明るくなる
39.9%

変わらない
30.8%

今より暗くな

る
5.9%

よくわからない
22.0%

無回答
1.4%

問40 デジタル化が進展することで、上越市

は明るくなるか

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

無回答

平等な社会構築

自由時間の増加

時間や場所にとらわれない暮らしの実現

利便性の向上

問40A 「今より明るくなる」と思う理由（複数選択）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

無回答

その他

中傷、分断の発生

コミュニケーション及び人間関係の希薄化

情報漏えい、不正アクセス等のセキュリティ被害

デジタル格差の発生・拡大

問40B 「今より暗くなる」と思う理由（複数選択）

リモートワークやテレワークの推進等

キャッシュレス決済等

オンライン診療等

電子マネーやQRコードによる運賃支払い等

行政手続きのオンライン化等



まちづくりに関する回答
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○ 上越市での生活を「暮らしやすい」と思っている人が約8割、上越市に「住み続けたい」と思っている人が約6割となっている。

○ 上越市での暮らしで気に入っていることでは、「商工業・観光」、「環境」が多い。

○ 若者・子育て世代が魅力的なまちになるために、今後、必要なこと・ものでは「商工業・観光」、「教育・文化」が多い。

若者・子育て世代が住みたい・住み続けたいと思うために重視してほしいことでは、「教育・文化」、「商工業・観光」が多い。

たいへん暮らしやすい
5.6%

ある程度暮

らしやすい
74.0%

あまり暮らしや

すくない
16.8%

全く暮らしやすくない
2.6%

無回答
1.0%

問41 現在の上越市での生活を「暮らし

やすい」と思っているか

住み続け

たい
23.9%

どちらかと

いえば住み

続けたい
39.5%

どちらとも

いえない
23.7%

どちらかと

いえば他の

市町村に

移りたい
7.5%

他の市町

村に移りた

い
4.7%

無回答
0.7%

問42 今後も上越市に住み続けたいと

思っているか

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

農林水産

行財政

その他

防災・防犯

環境

健康・福祉

まちづくり

都市基盤（まちなみ・交通等）

教育・文化

商工業・観光

問43② 若者・子育て世代にとって、上越市が魅力

的なまちになるために、今後、特に必要なこと・もの

商工業・観光：高田城址公園（観桜会）
うみがたり

環境 ：自然・風土

暮らしやすい79.6％
（令和元年度調査 約2％増）

住み続けたい63.4％
（令和元年度調査 約3％増）

商工業・観光：商業施設の充実、遊ぶ場所の充実、
上越妙高駅周辺の開発

教育・文化 ：子育て支援の拡充（保育料・給食費等）
教育費（授業料）補助の拡充

教育・文化 ：子育て支援の拡充、教育環境の充実
商工業・観光：商業施設の充実、遊ぶ場所の充実、

働く場の充実

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

行財政

農林水産

防災・防犯

健康・福祉

まちづくり

教育・文化

その他

都市基盤（まちなみ・交通等）

環境

商工業・観光

問43① 上越市での暮らしの中で特に気に入っ

ていること（まちの特色や行事・場所など）

0.0% 5.0% 10.0% 15.0%

農林水産

行財政

防災・防犯

環境

都市基盤（まちなみ・交通等）

まちづくり

その他

健康・福祉

商工業・観光

教育・文化

問43③ 若者・子育て世代が住みたい・住み続

けたいと思うために、特に重視してほしいこと


